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１．はじめに

　日本におけるサステナビリティ開示の進展につ

いて、IFRSサステナビリティ開示基準（以下、

ISSB基準）の導入や人的資本開示に関する取組

みに焦点を当ててご紹介したい。特に人的資本開

示は日本のみならず、アジア全体にとっても重要

なトピックであると考えている。なお、私がお話

しする見解は、あくまで私個人のものであり、必

ずしも金融庁の公式見解を示すものではない点に

ご留意いただきたい。

　本日は、以下の４つのトピックについてお話し

したい。

　第１に、イントロダクションとして、長期的な

企業価値の向上および市場機能の向上の観点か

ら、サステナビリティ開示がなぜ重要であるのか

について説明したい。

　第２に、日本におけるサステナビリティ開示・

保証制度の進展について説明したい。具体的には、

ISSB基準の導入に向けたロードマップ、第三者

保証制度の導入、さらにISSB基準のグローバル・

パスポートとしての活用を支持する日本の取組み

について言及したい。

　第３に、人的資本開示に焦点を当てたい。まず、
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無形資産との関係および国際的な動向の観点か

ら、人的資本開示の重要性について説明したい。

その上で、企業価値向上の観点から人的資本開示

の充実に向けた日本の最近の取組みを紹介した

い。

　最後に、アジアに向けたメッセージをお伝えし

て締めくくりたい。

２．サステナビリティ情報の重要性

　そもそもサステナビリティ情報がなぜ重要なの

かについて説明する。長期的な企業価値の創造は、

投資家が意思決定に必要な情報にアクセスできる

かどうか、そしてその情報に基づいて企業を適切

に評価できるかどうかに依存しているため、この

点においてサステナビリティ情報は重要な役割を

果たす。最近、一部の法域では逆風も見られるが、

サステナビリティ情報は投資判断に有用なイン

プットを提供するものとして、資本市場において

引き続き重要であると考えている。

　同時に、資本市場が一層グローバル化する中で、

開示の国際的な比較可能性を高めることが不可欠

となっている。財務報告の分野では、IFRS会計

基準が国際基準として広く採用されている一方

で、サステナビリティ報告の分野では、多様なフ

レームワークや基準が存在し、いわゆる「アルファ

ベットスープ」と呼ばれる状況となっている。

　こうした状況を踏まえ、日本は比較可能性の向

上、インベストメントチェーンの強化を通じたよ

り良い投資判断の支援、そして長期的な企業価値

向上を目的として、ISSB基準の導入を進めるこ

とを決定した。

　日本は現在、構造的な賃上げ、公的・民間投資

の拡大、および企業の収益力向上に支えられた成

長型経済への転換に向け、資産運用立国を推進し

ている。インベストメントチェーンの好循環を実

現するためには、金融商品の販売会社やアセット

オーナーといった主要なステークホルダーが効果

的に機能することが重要である。インベストメン

トチェーン全体にわたって市場機能を向上させる

ことにより、企業の持続的な成長を促進し、家計

の安定的な資産形成を支援することを目指してい

る。このような観点から、金融庁はサステナビリ

ティ開示を、市場機能を向上させ、企業の持続的

な成長を支える不可欠な要素であると位置付けて

いる。サステナビリティ開示は独立した政策では

なく、日本の金融・経済成長戦略の中核的要素な

のである。

３．�日本におけるサステナビリティ開
示・保証制度の進展

⑴　ISSB基準の導入に向けた各法域の進展
　2025年６月、IFRS財団は各法域におけるISSB

基準の導入状況等をまとめた「法域スナップ

ショット」を公表した。日本に関する記載では、

2025年３月に公表された、サステナビリティ基

準委員会（SSBJ）が開発するサステナビリティ

開示基準（以下、SSBJ基準）が、ISSB基準と機

能的に整合していることが示されている。ISSB

基準と整合した国内基準の開発は、国内規制や企

業実務を踏まえつつ、ISSB基準をグローバル・

ベースラインとして位置付けようとする日本の強

いコミットメントを反映したものである（注１）。

（注１）	　2026年７月、IFRS財団は日本の「法域プロファイル」を公表した。これは、同財団が、日本の「法域
スナップショット」（2025年６月）を格上げする形で、ISSB基準の導入が確定した法域を対象に作成され
る「法域プロファイル」として公表したものである。
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　次に、ISSB基準の導入に向けた各法域の進展

について紹介する。IFRS財団によると、2025年

12月末時点で、日本を含む39の法域が、すでに

ISSB基準またはISSB基準をベースとした基準を

適用済もしくは適用予定となっている。これらの

法域を合計すると、世界のGDPの約60％、世界

の時価総額の40％超、そして世界の温室効果ガ

ス排出量の約60％を占めている。アジアにおい

ても、ISSB基準の導入を巡る動きが加速してお

り、フィリピン、香港、シンガポール、マレーシ

アはすでにISSB基準に基づくサステナビリティ

開示の段階的または部分的な義務化に向けたロー

ドマップを策定している。中国および韓国は、

ISSB基準に基づくサステナビリティ開示基準を

最終化しており、導入ロードマップの策定を進め

ているところである。

⑵　日本のサステナビリティ開示・保証制度の導
入ロードマップ（注２）

　続いて、日本のサステナビリティ開示・保証制

度 の 導 入 ロ ー ド マ ッ プ に つ い て 説 明 す る

（図表１）。

　開示基準の適用については、グローバルな投資

家との建設的な対話を志向する東証プライム市場

図表１　日本のサステナビリティ開示・保証制度の導入に向けたロードマップ

（出所）�金融審議会「サステナビリティ情報の開示と保証のあり方に関するワーキング・グループ」報告概要（2026年１
月８日）

グローバルな投資家との建設的な対話を志向するプライム市場上場企業を対象に、時価総額の大きな企業から
順次、SSBJ基準に準拠して有価証券報告書を作成することを義務付ける。
SSBJ基準の適用は、企業等の準備期間を考慮し、以下の通り適用開始する。
i. 時価総額３兆円以上の企業 ： 2027年３月期
ii. 時価総額３兆円未満１兆円以上の企業 : 2028年３月期
iii. 時価総額１兆円未満５千億円以上の企業 : 2029年３月期
（注１） 時価総額５千億円未満の企業へのSSBJ基準の適用については、企業の開示状況や投資家のニーズ等を踏まえて、今後検討。
（注２） 「時価総額」は、前期末から遡って過去５事業年度の末日における時価総額の平均をもって算定。

経過措置としての二段階開示は、適用開始から２年間とする。

開示基準の適用義務化の開始時期の翌年から保証を義務付ける。

保証範囲は当初２年間は限定（３年目以降は国際動向等を踏まえ今後検討）。保証業務実施者を登録制（法人）とし、監査法
人・監査法人以外のいずれも、要件を満たす場合は登録可能とする。

開
示
基
準

適
用

保
証

26年３月期 27年３月期 28年３月期 30年３月期29年３月期 ・・・

保証制度導入
SSBJ基準

任意適用開始

東
証

市
場

時価総額
１兆円以上

時価総額
５千億円以上

時価総額
３兆円以上

上記以外の
プライム企業

二段階開示可

SSBJ基準適用義務化 保証義務化

二段階開示可 同時開示

SSBJ基準適用開始

適用義務化
に向けて検討

企業のサステナビリティ情報は、投資家が中長期的な企業価値を評価する観点で重要であり、国際的にも2023年６月
にサステナビリティ開示基準（ISSB基準）が開発されている。また、2025年３月、日本におけるサステナビリティ開示基準
（SSBJ基準）が開発されている。
日本では上場企業等に対しサステナビリティ情報の開示が義務付けられているものの、比較可能性、有用性を向上
させる必要があり、また、第三者保証が義務付けられておらず、信頼性を確保し投資者保護を図る必要がある。

背
景

課
題

SSBJ基準適用義務化 保証義務化

二段階開示可 同時開示

同時開示

SSBJ基準適用義務化 保証義務化

（注２）	　ロードマップを受け、「金融商品取引法及び資金決済に関する法律の一部を改正する法律案」が2026年
４月10日に第221回国会に提出され、同年７月15日に成立した。
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上場企業に対し、SSBJ基準に準拠した有価証券

報告書の作成を義務付ける予定で、時価総額の大

きい企業から段階的に開始される。具体的には、

時価総額３兆円以上の企業は2027年３月期から、

１兆円以上３兆円未満の企業は2028年３月期か

ら、5,000億円以上１兆円未満の企業は2029年３

月期から適用する予定である。5,000億円未満の

企業については、企業の開示状況や投資家のニー

ズ等を踏まえ、今後検討する。経過措置として、

企業は適用開始から２年間に限り、財務報告の後

にサステナビリティ開示を行うことが許容されて

いる。

　第三者保証については、SSBJ基準の適用義務

化の開始時期の翌年から義務付ける予定である。

最初の２年間は、保証の対象範囲をスコープ１・

２、ガバナンス、リスク管理に限定し、３年目以

降は、国際動向等を踏まえながら今後検討する。

保証業務実施者を登録制かつ法人限定とし、監査

法人あるいは監査法人以外のいずれも、要件を満

たす場合は登録可能としている。

　保証業務実施者に対しては、保証の質を確保で

きるよう、様々な登録要件、行為規制、エンフォー

スメントを課す予定である。

　第１に、登録要件については、業務執行責任者

に対して、必要な専門的知識・経験および能力を

有すること、品質管理部門または品質管理に主と

して従事する者を設置すること、法人であること

や、一定の財産的基礎を備えることを求める予定

である。

　第２に、行為規制に関して、守秘義務、一定の

非保証業務との同時提供禁止、業務執行責任者の

ローテーション等を課す予定である。

　第３に、エンフォースメントについて、行政上

のエンフォースメントとして、業務改善命令、業

務停止命令、報告徴求命令といった規定を整備す

るとともに、サステナビリティ情報について、虚

偽があるにもかかわらず虚偽がないものと保証し

た場合における課徴金納付命令の規定を整備する

予定である。また、民事上のエンフォースメント

に関しては、虚偽保証について、立証責任が保証

業務実施者に転換された民事責任を規定する予定

である。これらの措置は、サステナビリティ保証

の信頼性および完全性を確保することを目的とし

ている。

⑶　グローバル・パスポートとしてのISSB基準
の活用

　2026年２月に、企業内容等の開示に関する内

閣府令を改正し、SSBJ基準の適用対象となるプ

ライム市場上場の外国大企業に対し、SSBJ基準

の適用に代えて、ISSB基準を用いてサステナビ

リティ開示を作成する選択肢を認めた。金融庁は、

ISSB基準をグローバル・パスポートとして活用

するというアプローチを、企業の実務負担削減、

各法域間の規制上の摩擦の最小化、そしてグロー

バルな投資家にとっての比較可能性向上に資する

ものとして強く支持している。

４．人的資本開示の国内外の動向

⑴　投資家の投資意思決定に資する人的資本開示
　資本市場において、無形資産が企業の競争優位

の源泉であるとともに企業価値創造の原動力であ

るとの認識が広まっており、特に、無形資産の中

核的要素である人的資本に関する情報開示に対す

る関心が高まっている。一方で、投資家からは投

資判断に必要な人的資本情報を財務諸表だけでは

十分に把握できないと指摘する声がある。例えば、

同業で収益や利益が同水準の企業であっても、一

方が人材育成やリスキリング、採用、従業員のウェ
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ルビーイング等に積極的に投資し、他方がそうし

た取組みを行っていない場合には、将来の業績や

企業価値に大きな差が生じる可能性がある。しか

し、こうした人的資本への投資の多くは会計上費

用として処理され、その内容も十分に開示されな

いため、財務諸表からその実態を把握することは

難しい。このため、中長期的な企業価値向上や株

主リターンにつながる人的資本投資について適切

に開示することは、企業と投資家の建設的な対話

において極めて重要である。

　投資家から、次のような状況を理解するための

人的資本開示は、投資判断に有用であるとの声が

聞かれる。

•�人材戦略、すなわち企業が必要となる人的資本

投資をどのように捉え、将来どのような投資計

画を有しているか。

•�人材戦略が経営戦略やビジネスモデルとどのよ

うに整合しているか。すなわち経営戦略を実現

するために必要な人材の確保が人材戦略に含ま

れているか。

•�人材戦略に関連して、目標達成に対する進捗状

況をモニタリングするために適切な指標が用い

られているか。

　このような人的資本情報が開示されることによ

り、投資家は、財務諸表では十分に把握すること

ができない企業の無形資産に関する有用な情報を

得ることができると考えている。

⑵　人的資本開示に関する海外の動向
　無形資産に関する情報開示に対する投資家の

ニーズは普遍的なものであり、アジアにおいても

前向きな取組みが見られる。シンガポールでは、

2023年に「Intangibles Disclosure Framework」

が公表されており（注３）、人的資本を無形資産の

主要なカテゴリーとして明確に位置付けている。

このフレームワークでは、無形資産に関する「戦

略」「識別」「測定」「管理」という４つの柱に基

づく開示が推奨されている。

　また、人的資本開示に関する国際基準について

は、ISSBの人的資本リサーチ・プロジェクトに

おいて検討が進められている。2025年４月には、

第１フェーズの研究成果が公表され、人的資本に

関連するリスクおよび機会に関する情報に対し

て、投資家から強いニーズがあることが示された。

投資家は、このような情報が投資リスクの管理お

よびリターンの向上に不可欠であると認識してい

る。さらに、効果的な人的資本マネジメントがよ

り強固な財務パフォーマンスと相関していること

を裏付ける証拠が増えつつある一方で、開示が十

分でない場合には、市場において価格形成が適切

に行われない可能性があることも指摘されてい

る。

⑶　日本における人的資本開示の進展
　日本の資本市場において、人的資本開示に関す

るガイダンス・教育文書の充実、企業開示の進化、

投資家の意思決定の高度化が進展する好循環が生

まれている。

　資本市場への人的資本に関する情報開示のあり

方を示した任意のガイダンスである、人的資本可

視化指針が2022年８月に公表された。その後、

2023年３月期の有価証券報告書から、人的資本

開示が義務化されている。そして、このような任

意のガイダンスの公表や法定開示義務の導入が人

的資本開示の高度化に貢献しており、企業と投資

家との間のコミュニケーションの向上にも寄与し

（注３）	　IPOS/ACRA, Intangibles Disclosure Framework（September 2023）
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ている。加えて、企業開示の進化が投資家の投資

判断の高度化を可能にしている。さらに、このよ

うな投資家の意思決定の高度化は、ガイダンスや

教育資料のさらなる改善にも貢献している。実際

に、2026年３月に、内閣官房・金融庁・経済産

業省は人的資本可視化指針を改訂したが、その際

には投資家の視点や知見が数多く反映されてい

る。

５．人的資本可視化指針の改訂

⑴　人的資本可視化指針の改訂の概要
　人的資本可視化指針の改訂の背景について説明

する（注４）。改訂前の人的資本可視化指針では、

経営戦略と人材戦略の連動の重要性が強調されて

いたが、企業が具体的にどのようにして経営戦略

と人材戦略を関連付けた開示を行うかについて

は、必ずしも明示されているわけではなかった。

また、投資家などから経営戦略と関連付けた人材

戦略、それを踏まえた「指標及び目標」の開示が

不十分との指摘の声も聞かれていた。さらに、改

訂前の人的資本可視化指針は、投資家の意思決定

に有用な、サステナビリティ開示のグローバル・

ベースラインであるISSB基準の公表（2023年６

月）以前に策定されたものであり、「ガバナンス」

「戦略」「リスク管理」「指標及び目標」の４つの

要素に基づく整理もなされていなかった。

　改訂版の人的資本可視化指針の重要な更新点は

２点ある。

　１点目は、経営戦略と人材戦略の連動のための

具体的な考え方が明示されたことである。2026

年３月期の有価証券報告書より「企業戦略と関連

付けた人材戦略」の開示が求められることとなっ

た。改訂版の人的資本可視化指針は、経営戦略と

人材戦略をどのように関連付けることができるか

を検討する際に役立つ考え方が示されている。

　２点目は、ISSB基準およびSSBJ基準と整合的

に、「ガバナンス」「戦略」「リスク管理」「指標及

び目標」の４つの要素に基づいてガイダンスを整

理したことである。2027年３月期より始まる予

定のSSBJ基準に基づくサステナビリティ開示に

おいて、多くの企業が自社にとって重要なサステ

ナビリティ・トピックとして人的資本を選択する

ことが見込まれている。改訂版の人的資本可視化

指針では、SSBJ基準に示された４つの要素を踏

まえた人的資本開示を検討するに当たり、参考と

なる考え方が示されている。

⑵　経営戦略と人材戦略の連動の具体的な考え方
　改訂版の人的資本可視化指針における経営戦略

と人材戦略の連動の具体的な考え方について説明

する（図表２）。

　左側に示されているとおり、改訂前の人的資本

可視化指針では、経営戦略・ビジネスモデルと整

（注４）	　改訂版の人的資本可視化指針として、以下の資料が公表されている。本稿では（2）に焦点をあてて説
明している。

	 （1） 人的資本可視化指針（改訂版）
	 （2） �戦略に焦点をあてた人的資本開示～投資家の期待に応えるための考え方の整理～（人的資本可視化指

針（改訂版）別紙）
	 （3） 経営戦略と人材戦略の連動及びそれを踏まえた指標の開示事例（付録①）
	 （4） 人的資本に関する開示基準・開示事項例の整理（付録②）
	 （5） 参考資料集（付録③）
	 https://www.cas.go.jp/jp/seisaku/nipponseichosenryaku/hizaimu/index.html
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合した人材戦略を具体的にどのように開示すれば

よいのかは必ずしも明確ではなかった。これに対

し、右側に示されているとおり、改訂版の人的資

本可視化指針では、企業が経営戦略・ビジネスモ

デルと整合した人材戦略の開示を検討する際に参

考になるよう、より具体的なアプローチおよびス

テップが示されている。

　起点は企業の経営戦略・ビジネスモデルである。

企業は、経営戦略の実現に向け、必要となる人的

資本を確保することが重要である。そのため、「あ

るべき組織・人材の姿」を明確にしておくことが

重要である。これには、例えば、経営戦略の実現

に向け、どのような専門性やスキルが必要となる

のか、また新規事業セグメントにおいて何人の従

業員が必要となるのか、といった内容が含まれる。

　次に、そのような人材を確保・育成するための

「必要となる人的資本投資」を整理することが重

要である。例えば、従業員の専門性を高めるため

の研修や、社外から高度なスキルを有する人材を

採用するための競争力のある報酬水準の設定など

が含まれる。

　「あるべき組織・人材の姿」および「必要とな

る人的資本投資」を検討することは、財務マテリ

アリティにフォーカスしたISSB基準の考え方と

も整合している。ISSBのIFRSサステナビリティ

開示基準S１号「サステナビリティ関連財務情報

の開示に関する全般的要求事項」（IFRS S１号）

の付録B適用ガイダンスにおいて、戦略上の目的

を達成するために高度に専門的な労働力を必要と

する企業の例が記載されている（図表３）。

　この例においては、企業の将来の成功は、当該

人的資本を惹きつけて維持する企業の能力に「依

存」するとされ、この関係は灰色の矢印で示され

ている。さらに、人的資本を惹きつけて維持する

企業の能力は、従業員の研修や福利への投資、従

業員の満足度向上に向けた職場環境整備、従業員

エンゲージメントなどの「影響」を受けるとされ、

この関係は黒色の矢印で示されている。この例が

図表２　改訂版における経営戦略と人材戦略の連動の考え方

（出所）�内閣官房・金融庁・経済産業省「戦略に焦点をあてた人的資本開示
～投資家の期待に応えるための考え方の整理～（人的資本可視化指
針（改訂版）別紙）」（2026年３月23日）より講演者作成

人的資本可視化指針（改訂前） 人的資本可視化指針（改訂版）

あるべき組織・人材の姿

必要となる人的資本投資
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示すとおり、経営戦略の実現は、将来の「あるべ

き組織・人材の姿」を踏まえて、必要な人的資本

を確保できるか否かに「依存」し、このような人

的資本を確保するために「必要となる人的資本投

資」を行い、人的資本に「影響」を与えるという

相互関係が存在している。この関係を明確にする

ことは、人材戦略が経営戦略・ビジネスモデルと

どのように整合しているかを説明する上で重要な

ステップである。

　以上を踏まえて、改訂版の人的資本可視化指針

では、経営戦略と人材戦略の連動の具体的な考え

方について、２つの新たなステップを追加した

（図表４）。

　第１のステップは、「人的資本への依存・影響」

を把握することである。経営戦略・ビジネスモデ

ルと整合した人材戦略を開示するためには、この

ステップが非常に重要である。

　第２のステップは、企業の見通しに影響を与え

ると合理的に見込み得る、人的資本関連のリスク・

機会を特定することである。すなわち、短期・中

期・長期にわたるキャッシュ・フロー等に影響を

与える可能性のある人的資本関連のリスク・機会

を特定することである。この第２のステップによ

図表４　改訂版が示す経営戦略と人材戦略の連動の
５つのステップ

（出所）�内閣官房・金融庁・経済産業省「戦略に焦点をあ
てた人的資本開示～投資家の期待に応えるための
考え方の整理～（人的資本可視化指針（改訂版）
別紙）」（2026年３月23日）

図表３　国際基準を踏まえた依存と影響の考え方

（出所）�内閣官房・金融庁・経済産業省「戦略に焦点をあてた人的資本開示～投資家
の期待に応えるための考え方の整理～（人的資本可視化指針（改訂版）別紙）」

（2026年３月23日）

人的資本可視化指針（改訂版）

①

②
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り、投資家の意思決定に影響を与える重要な人的

資本情報が何であるかを企業が特定することが可

能となる。このように財務的に重要な情報に焦点

を当てることは、投資家の投資判断に有用な人的

資本開示を行う上で極めて重要である。

　これら２つの新たなステップを追加することに

より、改訂版の人的資本可視化指針は、企業が財

務的に重要な人的資本情報、すなわち経営戦略・

ビジネスモデルと整合した人材戦略の開示を検討

する際に、役立つ内容になっている。また、改訂

版の人的資本可視化指針では、人材戦略と整合し

た人的資本関連の「指標及び目標」の開示の重要

性も強調している。これらの「指標及び目標」は、

人材戦略における目標達成に向けた進捗状況に関

する有用な情報を提供するものである。

⑶　４つの要素を踏まえた人的資本開示
　ここまでは、経営戦略と人材戦略の連動、人材

戦略を踏まえた「指標及び目標」の開示について

説明した。ISSB基準およびSSBJ基準のもとでは、

企業は「ガバナンス」「戦略」「リスク管理」「指

標及び目標」という４つの要素に基づいて開示を

行うことが求められている。

　図表５の中央にある下向きの４つの矢印で結ば

れた５つのボックスは、これまで説明してきた要

素を示している。この図は、「経営戦略・ビジネ

スモデル」から始まり、それに基づく「人的資本

への依存・影響」、そこから生じる「人的資本関

連のリスク及び機会」、それらに対応して策定さ

れる「人材戦略」、そして最後に、その人材戦略

の進捗状況をモニタリングするための「人的資本

関連の指標及び目標」へと続く流れを示している。

さらに、左側からはガバナンス、右側からはリス

ク管理の要素が組み込まれている。灰色のボック

スが、４つの要素を表している。改訂版の人的資

本可視化指針においては、これらの各要素につい

て詳細なガイダンスを記載している。

　なお、英語版については、2026年４月９日に

図表５　４つの要素を踏まえて考えられる人的資本開示の全体像

（出所）�内閣官房・金融庁・経済産業省「戦略に焦点をあてた人的資本開示～投資家の期待に応えるため
の考え方の整理～（人的資本可視化指針（改訂版）別紙）」（2026年３月23日）
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金融庁のウェブサイトに公表したので、併せてご

参考にされたい（注５）。

６．アジアへのメッセージ

　最後に、アジアに向けてメッセージを４つお伝

えしたい。

　第１に、アジアおよび世界全体でISSB基準を

グローバル・ベースラインとして導入する動きが

進展しており、われわれはこのモメンタムを、基

準が乱立する「アルファベットスープ」と呼ばれ

る状況を解消するものとして支持している。

　第２に、ISSB基準をグローバル・パスポート

として活用することで、企業の開示負担を軽減す

るとともに、国際資本市場における比較可能性を

向上させることができる。

　第３に、人的資本開示は、企業が経営戦略を達

成するために必要な人的資本を確保しているかに

ついて、投資家に有用な情報を提供するものであ

る。そのため、人的資本開示は、投資家が企業の

無形資産を理解するための重要な情報源となる。

戦略に焦点を当てた人的資本開示は、サステナビ

リティ開示の価値を高めるものになると信じてい

る。

　第４に、人的資本開示の将来を形作る上で、ア

ジアは主導的な役割を果たせると考えている。多

くのアジアの投資家が人的資本を含む企業の無形

資産に関する情報開示を必要としている。実際に

アジアにおいて優れた開示も見られることから、

アジアが人的資本に関する国際的な議論をリード

できると考えている。本シンポジウムが、このよ

うな議論を発展させる貴重な機会となることを期

待している。

（注５）	　https://www.fsa.go.jp/en/policy/humancapitaldisclosures/01.pdf
	 　https://www.fsa.go.jp/en/policy/humancapitaldisclosures/02.pdf


